
 
 

運動器運動器運動器運動器のののの痛痛痛痛みみみみのののの疫学疫学疫学疫学 
 
有訴率有訴率有訴率有訴率[3][3][3][3]    

成人であれば、外傷や使い過ぎによって少なくとも一度は短期間の運動器（筋・骨格系）の痛みを経験し

ている運動器痛の問題が再発または慢性化することも一般的である。有訴率とは、ある時点もしくは期間か

ら抽出した集団において、ある特定の問題を含む割合と定義される。 

・ 有訴率は症例選択や期間、対象となった集団の違いにより研究間で異なるが、一部の運動器痛の問題は

非常に低いことが明らかであり（例えば、線維筋痛症、関節リウマチ、上顆炎は2%またはそれ未満）

、一方で、腰痛は非常に頻度が高く、いかなる時期においても一般成人の30-40%に発症する。 

・ 上記の極端な疾患の間で、頸部痛と肩痛の有訴率が15-

20%で、膝痛、顎関節症痛と慢性広範痛の有訴率が10-15%である。 
 

年齢年齢年齢年齢／／／／性別性別性別性別パターンパターンパターンパターン形成形成形成形成[3,4][3,4][3,4][3,4]    

上記の引用されている有訴率は、運動器痛の問題の総合負担を推定するために有用であるが、多くの場合、

年齢や性別により大きくばらつく。 

・ 明らかな例として、変形性関節症による膝痛は、高齢者で非常に頻度が高く、60歳以上の３分の１以上

で発症するが、若年者では一般的ではない。これに比べて、顎関節症痛のようないくつかの運動器痛の

状態は、45歳以上で低下する。 

・ 頸部、肩、膝と背部痛は、女性では男性の1.5倍に認められる。顎関節症痛の男女比は、男性が１に対

して女性が約２で、線維筋痛症は、男性が１に対して女性が４以上である。 
 

運動器痛運動器痛運動器痛運動器痛のののの危険因子危険因子危険因子危険因子[2,5,7][2,5,7][2,5,7][2,5,7]    

年齢と性別を含むいくつかの因子が、遷延性の運動器痛になる危険を増加させることがわかった。 

・ 変性疾患(関節リウマチと変形性関節症)の存在により、明らかに関節痛の危険は増加する。しかし、す

べての変形性関節症が疼痛に関連しているわけではない。 

・ 運動器）使いすぎと廃用の両者が、疼痛に関連する。 

・ 前向き研究において、ベースラインでの疼痛問題の存在（運動器でも非運動器でも）は、新しい運動器

痛の問題の発症に対して予測因子となることが確認された。また、発症の危険は、ベースラインでの疼

痛問題数とともに増加する。 

・ うつや否定的な感情、（青年期の）問題行動などの心理的な因子もまた、発症の危険を増加させるトル

。 

・ 最後に、少なくとも顎関節症痛については、遺伝要因が発症の危険を増加させると示唆するエビデンス

も存在する。 
 
運動器痛運動器痛運動器痛運動器痛のののの障害障害障害障害[1,6][1,6][1,6][1,6]    

運動器痛の問題を経抱える人は、痛みのために日常的な活動ができなくなったり、制限されたりすることが

ある。 
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・ 通常、一般住民の運動器痛による障害の割合は、プリマリケアを受診している人たちより低い。例えば

、膝痛でプライマリケアを受診している高齢者では、疼痛による障害は37%で、これに対し一般住民で

は22%である。 

・ 多くの運動器痛はきわめて遷延しており、経済的損失は大きい。運動器痛が原因で労働が困難になった

者への失業補償の費用に加え、被雇用者の生産力の損失は非常に一般的であり、莫大である。 

・ 米国での雇用者への調査では、労働者の7.2%が、過去１週間に背部痛、関節炎または他の運動器痛のた

めに、２時間またはそれ以上の労働を損失したと報告した（疼痛のために労働中に生産を行わない時間

を含む）。平均損失時間は、１週間に5から5.5時間であった。背部痛、関節炎と他の運動器痛のために

、生産損失時間に対する年間総費用の推定は、2002年で417億USドルであった。 
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（訳 関口美穂：日本疼痛学会 / 日本運動器疼痛研究会） 


